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株式会社ノーリツ 第 3 次中期経営計画 

国内事業の再構築と海外事業の確立を図る 

～ 急激な環境変化に対応できる経営構造に変える 3 年 ～ 
 

 湯まわり設備の㈱ノーリツ（本社：神戸市、代表取締役社長：神﨑茂治、資本金：

201 億円、東／大証一部上場）は、国内事業の再構築と海外事業の確立を織り込んだ

2008 年 1 月から 3 年間の第 3 次中期経営計画を策定しました。当中期経営計画では 10
年後のあるべき姿「湯生活満足企業」を見すえ、急激な環境変化に対応できる経営構造

に変える 3 年間と位置づけます。 
国内事業はお客さまに近い小売店ルートを強化することによりリフォーム需要を開

拓、海外事業は米国、中国などこれまで進出したエリアでの収益確保などを進めます。 
2010 年連結業績は売上高 2,150 億円（2007 年 12 月見込比 20％増）、営業利益 90

億円（2007 年 12 月見込比 500％増）、株主価値を測る指標として ROE6％を目指しま

す。 
 

 国内事業はリフォーム需要を開拓するため、お客さまに近い小売店ルートを強化しま

す。給湯機器は付加価値の高い環境共生商品を拡大します。法令により安全基準が強化

された厨房機器は、商材拡大なども含めて 2010 年には売上高 360 億円を達成します。

システムバス、システムキッチンは他社との提携によって商品力の強化や製造コストの

引き下げを図り、黒字化を達成します。 
海外事業はこれまで進出してきた米国、中国、オセアニアなどのエリアでの収益性を

高めます。また上海市奉賢区に建設した新工場での生産を開始します。環境・省エネル

ギー商品の展開によって 2010 年には売上高 300 億円まで引き上げます。 
 

 収益性改善のため固定費は、グループ会社を含め人件費および経費削減により 2007
年比 20 億円削減します。原材料費は調達方法の変更、技術開発による重要機能部品の

コストダウン、内製比率の増大などに取り組み毎年 10 億円を低減します。 
長期間使用機器の安全性確保のため 20 億円を投入し、体制の整備を行います。 
また当中期経営計画の設備投資は 200億円で、うち海外は 25億円を予定しています。 
 
 
 



≪資料≫ 第 3 次中期経営計画 
位置づけ ：10 年後のあるべき姿を見すえ、急激な環境変化に対応できる経営構造に

変える 3 年間 
基本方針  ：１．経営構造の改革 

  ２．品質確保・環境共生  

  ３．三大政策の実行による継続的な成長 

◇経営目標（連結）                               （単位：億円） 

 
 

２００７年 

（見込）※ 
２００８年 ２００９年 ２０１０年 

０７年との増減 

売上高 １，７９０ １，８６０ ２，０００ ２，１５０ ３６０

営業利益 １５ ３５ ７０ ９０ ７５

経常利益 ２３ ４２ ７８ １００ ７７

当期純利益 △１５ ２０ ４１ ５５ ７０

ＲＯＥ（％） △１．６ ２．２ ４．５ ６．０ 

※平成１９年１０月３１日付、「平成１９年１２月期業績予想の修正に関するお知らせ」にて発表したものです。 

◇品目別売上高（連結）                                    （単位：億円） 

 
 

２００７年 

（見込） 
２００８年 ２００９年 ２０１０年 

０７年との増減比

温水空調関連機器 １，２３６ １，２５５ １，３４０ １，４２５ １５．３％

（うち海外事業） （１４２） （２００） （２５０） （３００） （１１１．３％）

浴室厨房関連機器 ４７７ ５２５ ５８０ ６３５ ３３．１％

（うち厨房機器） （２４６） （２８５） （３３０） （３６０） （４６．３％）

その他事業 ７７ ８０ ８０ ９０ １６．９％

合 計 １，７９０ １，８６０ ２，０００ ２，１５０ ２０．１％

 
の

 

 

◇

・ 

・ 

・ 

 

本資料に記載されております当社の将来の業績に関わる見通しにつきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が独自に予測したも

であり、リスクや不確定な要素を含んでおります。従いまして、見通しの達成を保証するものではありません。 
三大政策と３つのテーマ 

ハウレッシュ政策 

お客さまに近い小売店ルートの強化によるリフォーム需要の開拓、製品ライフサ

イクルを対象としたビジネスの展開、住設システム商品事業の黒字化によって国

内事業を再構築する。 

グローバル政策 

米国・中国・オセアニアなど既存進出エリアでの売上拡大、収益確保、新規エリ

アでの市場調査、グローバルリスクへの対応を進め海外事業を確立する。 

ニューバリュー政策 

商品開発・生産コスト削減面で他の２つの政策を支援する。新エネルギー分野の

先行技術開発、良質な要素技術の展開などによって、新規事業の開発を進める。 

 

 


